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件 名
湖 国 の み ち づ く り 道 路 行 政
Ｈ15達成度報告書／Ｈ１６業績計画書　について

　　　　　　参　事　　　辻井　孝司

　　　　　　主　幹　　　村山　源治

　近畿地区幹線道路協議会滋賀県分科会（滋賀県・滋賀国道事務所）では、湖国
のみちづくり道路行政「平成１５年度達成度報告書／平成１６年度業績計画書」
を策定しました。

　策定された背景には、平成１４年度より「行政機関の行う政策の評価に関する
法律」が施行され、成果志向への行政の転換が推進されていること。また「経済
財政運営と構造改革に関する基本方針２００３（平成１５年６月２７日閣議決
定）」においても、「事前の目標設定と事後の厳格な評価の実施により、税金が
どのような成果を上げたかについて、国民に説明責任を果たす予算編成プロセス
を構築する」等、成果を重視した行政マネジメントの本格的な導入が求められて
いること、などがあります。

　これらを受け、滋賀県の道路行政においても、透明性や効率性の向上のため、
納税者であり道路利用者でもある県民に「成果」が見え、実感できる行政が求め
られています。これまでの画一的な道路整備の追求から、道路利用者のニーズに
即した「成果を重視する方向」への転換をはかることとしています。

　以上により、昨年度公表した道路行政計画は、どうであったのか。また、今年
度及び、今後の目標はどうしていくのかを、とりまとめたものです。

　　　　　　副所長　　　中居　捨吉（内線２０４）

　　　　　　調査課長　　井筒　由幸（内線４５１）

滋賀県　土木交通部道路課　　　ＴＥＬ　０７７－５２８－４１３２
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１．はじめに

滋賀県は古くから交通の要衝として栄えた地域であり、現在では、京阪神地域のベッドタウン
として、工場や研究施設が数多く立地する地域として、また、琵琶湖や数々の史跡などの豊かな
観光資源を有する地域として、活動的で交流の盛んな地域です。
一方、道路交通事情に目を転じると、慢性的な交通渋滞、交通事故の多発、沿道環境や自然環

境の悪化など様々な問題が生じています。こういった問題に加えて、県民ニーズの多様化、高齢
化社会、環境先進国としての環境問題への一層の強化といった社会状況の変化もあり、滋賀県の
道路交通を取り巻く環境は、山積する課題と多様化する社会経済状況の大きな狭間にたたされて
おり、今後の道路行政をどう考えるかが非常に重要な問題となっています。

こうした中、平成14年８月の社会資本整備審議における中間答申では、これまでの画一的な量
的整備ではなく、道路サービスによる成果（アウトカム）を重視し、道路ユーザーが満足する道
路行政に転換することの重要性を示しています。さらに、同答申を受けた道路行政マネジメント
研究会においては、今後の道路行政においては、毎年度、成果指標（アウトカム指標）を設定し、
この達成度を把握・評価しながら、毎年度のマネジメントサイクルを確立することが提案されて
います。このように、道路整備の目標年次、目標となる数値を明示し、目標意識を持った成果重
視の道路行政が求められています。

これを受けて、滋賀県でも、道路行政におけるアウトカム指標を示すことによって、効率的か
つ効果的に、質の高い事業の推進を実施していくこととしました。この滋賀県版アウトカムプラ
ンとなる「湖国のみちづくり　道路行政業績計画書」は、滋賀県の道路行政におけるアウトカム
指標を示したものであり、これをもとに、目標と成果（実績）をチェックしながら、「成果主義」
に即した道路事業の展開に努めます。そして、上記の様々な課題の解決を図り、多様化する社会
経済状況に対応しつつ、滋賀県が目指す将来像を実現します。
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背景と目的

湖国のみちづくりの方向性

わかりやすい目標設定によって、透明性、客観性、効率的な事業を展開

・アウトカム指標により政策目標を設定し、これに基づく事業執行プロセスに転換
・毎年度、業績の分析と評価を行い、その結果を公表するとともに予算編成等に反映

・アウトカム指標を用いた現況値及び目標値を県民に提示することで、県民に対する
　説明責任を果たす。
・県民の目による評価を受けることで、より透明性、客観性の高い、効率的な施策、
事業の展開を図る。

課題を様々な指標とともに現地の詳細な状況をもとにきめ細かく整理

対応策として、改築事業（ハード整備）に加えてソフト施策の検討も実施

総合的・戦略的な施策によって、効率的かつ効果的な事業の展開を図る。

２．目的と方向性

２



３．湖国の道づくりにおけるアウトカム目標

滋賀県の将来像
（「滋賀県中期計画」）

Ⅰ　次の世代に責任を持つ
「環境こだわり県」づくり

Ⅰ　次の世代に責任を持つ
「環境こだわり県」づくり

Ⅲ　誰もが安心できる
「くらし安心県」づくり

Ⅲ　誰もが安心できる
「くらし安心県」づくり

Ⅱ　地域の活力と未来を育む
「たくましい経済県」づくり

Ⅱ　地域の活力と未来を育む
「たくましい経済県」づくり

Ⅳ　子どもの瞳輝く
「教育熱心県」づくり

Ⅳ　子どもの瞳輝く
「教育熱心県」づくり

Ⅴ　個性きらめく
「自治と文化の創造県」づくり

Ⅴ　個性きらめく
「自治と文化の創造県」づくり

将来像から見た道路整備の目標

１
既存産業の振興と新規成長
産業の育成・支援による

県内産業の活性化

３
個性と潤いのある

　　　生活空間の創造　　　

２
誰もが安心・安全に暮らせる

優しい県土の実現

４
環境に対する

　　　　負荷の軽減　　　　

５
地域の自立的発展の支援と

教育・文化の育成

アウトカム指標

渋滞損失額

救急医療施設30分圏
市町村数

死傷事故率

バリアフリー化率

異常気象時等に
孤立する集落数

幹線道路における騒音に
関する環境基準達成箇所数

ＩＣ30分圏市町村数

規格の高い道路を
使う割合

道づくりサポート団体数

３



４．H15年度目標と達成度

４

■現段階でH15年の実績データが確認できる指標について達成度を検証

※1：H14年度はH12年度現況値、 H15年度はH13年度現況値しか得られないため、
H14年、H15年のそれぞれの死傷事故件数等から成果の検証を行う。

※2：市町村数は平成16年9月末時点
※3：単年度評価できない指標

H14年度
H15年度
目標

H15年度 達成状況

個性と潤いのある
生活空間の創造

地域の自立的発展の支援
と教育・文化の育成

２

５

環境に対する
負荷の軽減

４

３

既存産業の振興と
新規成長産業の

育成・支援による
県内産業の活性化

誰もが安心・安全に
暮らせる

優しい県土の実現

14%
(2,280m/16,740m)

渋滞損失額(億円)

規格の高い道路を使う割合
(自動車専用道路整備延長)

死傷事故率(件/億台キロ)※1

(交通事故死者数（人）)

77
(108人)

22%
(118.8km)

1,300

24
(24/50)

2%未達成
22%

10億円未達成1,290

20%
(118.8km)

1,280

－※3

－※3

－※3

達成

－※3

－※1

達成

24
(24/50)

65

14%
(2,280m/16,740m)

7850

65 65

76

将来像から見た
道路整備の目標

38

アウトカム指標

バリアフリー化率
(整備延長/バリアフリー特定・準特定経路延長)

24
(24/50)

道づくりサポート団体数

救急医療施設30分圏市町村数
(30分圏内市町村数/全市町村数)※2

異常気象時等に孤立する集落数

12%
(2,080m/16,740m)

１

40
(40/50)

IC30分圏市町村数
(30分圏内市町村数/全市町村数)※2

40
(40/50)

40
(40/50)

幹線道路における騒音に関する
環境基準達成箇所の割合

(達成箇所数/騒音測定箇所)

33%
(40/121)

33%
(40/121)

33%
(40/121)

76
(109人)







規格の高い道路を使う割合

※走行台キロとは交通量に道路の延長を乗じたもの

平成14年度　　 利用割合 22％

平成15年度目標 利用割合 22％

平成15年度　　 利用割合 20％
2％未達成

５．H15年度達成度報告

７

・平成15年度の目標22％に対して、実績は20％と2％未達成。
・長引く景気低迷の影響を受け、高速道路の交通量が軒並み減少（大山崎JCT
まで開通した京滋バイパスを除く）。一般道路の交通量は増加しており、そ
のため、全体の走行台キロは伸び、高速道路の走行台キロが低下し、規格の
高い道路を利用する割合が低下した。

・湖西道路における社会実験や京滋バイパスの大山崎JCTまでの開通等により
高規格道路の交通量増加につながったものの、年全体では低下傾向となった。

平成15年度に実施した主な施策
○ 湖西道路料金割引により社会実験の実施
○ アクセス道路整備に向けた工事着工及び用地買収

既存産業の振興と新規成長産業の育成支援
による県内産業の活性化

20%22%
0

50

100

150

H14 H15

その他

直轄国道

高規格道路

(億台キロ/年)

２％減

滋賀県内の道路種別の走行台キロ

全体の走行台キロは増加。
高規格道路の走行台キロ
のみ減少。

20

22

18

20

22

24

H14 H15

(％)

２％未達成

H15目標

22％

名神高速道路

0

20

40

60

80

100
(千台/日)

H15.3
H16.3

米原Ｊ 彦根 八日市 竜王 栗東 瀬田東 瀬田西 大津

2.1%減 1.2%減 0.7%減
0.6%増

1.7%増
5.8%減

7.3%減

京滋バイパス

0

10

20

30

40

50

H15.3 H16.3

(千台/日)

129.7%増

滋賀県内の高速道路の交通量(H15.3,H16.3)

湖西道路

0

10

20

30

40

50

H15.3 H16.3

(千台/日)

1.4%減

　　　　　　　　　＝
規格の高い

道路を使う割合

自動車専用道路の走行台キロ(*)

全道路(県道以上)の走行台キロ(*)

北陸自動車道

0

10

20

30

40

50

(千台/日)

H15.3
H16.3

米原長浜 米原Ｊ木之本

2.4%減 1.4%減 1.2%減











６．平成16年度業績計画（今後の取組み）
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※1：滋賀県警による設定目標
※2：市町村数は平成16年9月末時点

H15年度
H16年度
目標

H19年度
目標

H24年度
目標

40
(40/50)

IC30分圏市町村数
(30分圏内市町村数/全市町村数)※2

幹線道路における騒音に関する
環境基準達成箇所の割合

(達成箇所数/騒音測定箇所)

３

34%
(51/148)

バリアフリー化率
(整備延長/バリアフリー特定・準特定経路延長)

５
地域の自立的発展の支援

と教育・文化の育成

個性と潤いのある
生活空間の創造

道づくりサポート団体数

救急医療施設30分圏市町村数
(30分圏内市町村数/全市町村数)※2

異常気象時等に孤立する集落数

４
環境に対する
負荷の軽減

アウトカム指標

渋滞損失額(億円)

規格の高い道路を使う割合
(自動車専用道路整備延長)

死傷事故率(件/億台キロ)
(交通事故死者数（人）)

将来像から見た
道路整備の目標

２

１

既存産業の振興と
新規成長産業の

育成・支援による
県内産業の活性化

誰もが安心・安全に
暮らせる

優しい県土の実現

1,180

28%
(約173km)

1,000

26%
(約173km)

全県域

26
(26/50)

71
－

74
(100人以下)※1

78%
(21,330m/27,310m)

41%
(11,260m/27,310m)

20%
(118.8km)

77
(108人)

48
(48/50)

44
(44/50)

40
(40/50)

38%
(56/148)

50%
(74/148)

30
(30/50)

150

46

34%
(51/148)

110

24
(24/50)

65

20%
(5,490m/27,310m)

46

78

1,280

20%
(118.8km)

24
(24/50)

65

77
(105人以下)※1

21%
(5,850m/27,310m)

1,290





































８．道路行政マネジメントの課題と今後の継続的改善

①データ収集上の限界と制約

　合理的な成果目標を設定し、その成果を客観的に評価するためには、正確なデータ収集が必要とな
るが、地域性などにより全ての道路について同質のデータを集めるのは現実的ではない。このようなデー
タ上の制約から、道路種別を限定した評価や一部区間のみを対象とした評価にとどまる場合もあり、
業績計画書ではその旨を明示するとともに、今後とも効率的なデータ収集体制を確立し、体系的なデー
タ整備を進める。

②外部要因の存在

　成果目標を左右する要因として、道路行政以外にも様々な外部要因（ドライバーのマナー向上や沿
道立地の変化）が考えられる。また、滋賀県や滋賀国道事務所だけではなく、各自治体の施策の影響
も大きい。これら外部要因の影響が大きい目標については、その目標達成に対するそれぞれの要因
の寄与度を分析した上で、確実に内部の執行管理が可能な仕組みを確立することが課題である。

③施策の効果が発揮されるまでのタイムラグ

　施策の効果が発揮されるには、施策実施から一定の時間を要する場合が多く、また、指標の計測や
データ取得自体にも時間を要する場合がある。したがって、実際のマネジメントに際しては、関連する
施策の進捗を示す指標等を用いて評価を行うことが必要である。
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